
  

第二部  各論
第四章  児童福祉と母子福祉
第一節  児童福祉の動向

昭和二二年に児童福祉法が制定されて以来、わが国の児童福祉行政は、目ざましい発展をとげて今日に
至つている。しかしながら、その間において児童福祉行政の重点は、しだいに移り変わつてきている。
すなわち、戦後まずはじまつた戦災孤児、戦争未亡人と遺児などの援護、ミルクの補給など戦後の混乱
から生まれた一連の問題に対するいわば応急的な対策はしだいに切りかえられ、一般の児童を対象とし
て、その健康の保持、健全な育成の促進などの積極的な施策にも重点をおくようになつたことは、ここ
数年来の児童福祉行政の大きな特徴であろう。

三二年一一月に開催された第一四回国際連合総会で「児童権利宣言」が採択されたが、これを契機にわ
が国の児童福祉行政の全面的刷新をはかるべく、厚生大臣から中央児童福祉審議会に対してその具体策
が諮問されたのも、このような事情を背景としていたものにほかならない。同審議会は、諮問のあつた
三四年一二月以来鋭意検討を進めてきたが、三五年八月に至つて「児童福祉行政の刷新強化に関する意
見」を厚生大臣に答申し、今後の児童福祉行政の方向を明示した。答申の内容は、(1)人口の資質内上対
策、(2)要保護児童対策の積極化と近代化、(3)母子福祉対策の強化、(4)児童福祉行政機関の強化の四項目
に分かれ、特に人口の資質向上対策に力を注ぎ、将来の経済発展のためにも、長期的な視野にたつて、
児童の資質を健康の上でも社会的な適性の上でも向上させる対策を、計画的に、しかも強力に推進しな
ければならないと述べている。また、注目すべきことは、この答申のなかで児童手当制度にふれている
ことである。児童手当制度は、第二次大戦後に急速に普及した制度であつて、国際労働機関の社会保障
の最低基準に関する条約にも最低基準として示されており、一九四〇年に七か国、一九五八年には三八
か国がこれを採用している。さきに述べた児童権利宣言には、「子供の多い家庭に属する児童について
は、その援助のため、国その他の機関による費用の負担が望ましい。」とあるが、多子が貧困の一つの
原因であること、また、今後予想される産業構造の変動に対応する労働力の移動を促進する意味から
も、政府としてはその検討を急ぐ必要があろう。
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児童福祉を推進するための第一線の行政機関としては、児童相談所、福祉事務所、保健所がある。
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一  児童相談所

児童相談所は、児童の健全育成の推進や要保護児童の早期発見、早期治療など児童福祉行政の中枢的機
能を営む機関であり、その数は全国で一二三か所を数えている。しかしながら、一県一児童相談所の県
が一三、相談所の規模別分類によるD級の相談所(職員数四)で、その機能を営むことが事実上困難な弱体
相談所がほぼ三分の一の四〇か所もあり、早急な整備が必要とされている。また、児童相談所におかれ
ている職員の数は、昭和三四年九月現在で八九七人にすぎず、定員充足率はわずかに七三・八%であ
り、専門のケースワーカーである児童福祉司についてみても、全国で四八六人、定員充足率は三九・
六%という低い状態で、職員の充実が強く望まれている。なお、厚生省では、児童相談所の整備五か年
計画により、四〇年度までに、少なくとも人口一〇万以上の都市には必ず児童相談所が設置されるよう
に計画している。

児童相談所の活動状況について、三四年における経路別の児童受付件数を見ると、第八九表のとおり、
家族、親せきによるものが三分の一も占めていることは、児童相談所の本来もつ相談機能の面から見て
喜ばしい状態といえよう。また、取扱処理件数を見ると毎年増加の一途をたどつているが、これは、児
童相談所の存在がしだいに認識されたことを示すものであろう。

第89表 児童相談所における経路別児童受付件数

児童相談所が受け付けた相談の種類は、第九〇表のとおりであり、二九年当時に比べてみると、健全育
成相談がしだいに多くなつていく傾向を示している。

第90表 児童相談所における相談の種類別受付件数

厚生白書（昭和35年度版）



  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

厚生白書（昭和35年度版）



  

第二部  各論
第四章  児童福祉と母子福祉
第二節  児童福祉機関の活動状況
二  福祉事務所と児童委員

福祉事務所が児童福祉の面で活動する部門は、児童と骨子の福祉に関して、(1)必要な実情のは握に努め
ること、(2)種々の相談に応じ必要な調査を行なうこと、さらに、(3)幅別的にまたは集団的に必要な指導
を行なうことであるが、さきに述べたように福祉事務所は生活保護関係の業務に忙殺され、児童福祉の
面まではなかなか手がまわらない状況にあり、この面から福祉事務所の強化が要望されている。なお、
三四年度の活動状況は、第九一表のとおりとなつている。

第91表 福祉事務所における種類別処理件数

次に、民生委員をもつてあてられる児童委員の数は、全国で三五年九月末現在、一二万三、三八三人と
なつており、児童福祉行政に対する民間協力者として、家庭や地域社会における活躍の分野は大きい。
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三  保健所

児童福祉の面で保健所の果たす役割は、(1)母子衛生思想を普及すること、(2)児童や妊産婦に対する健康
診断や保健指導を行なうこと、(3)身体に障害のある児童に対して療育指導を行なうこと、(4)児童福祉施
設に対する栄養の改善を行なうことなど広範囲にわたつている。昭和三四年中に保健所が行なつた保健
指導の件数を対象別に見ると、第九二表のとおりとなつている。

第92表 妊産婦および乳幼児保健指導件数
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乳幼児の健康や妊娠中の母の健康がそこなわれることは、児童の身体の発育だけでなく精神の発達をむ
しばみ、その将来に強く影響を与えることを考えれば母と子の健康を守り、その福祉の向上をはかるこ
とこそ児童福祉の基礎的要件をなすものであり、また、国民に明るい生活を与える第一歩ともなるであ
ろう。

以下、乳幼児、妊産婦の死亡率などから、わが国における母子保健の現状をながめ、ついでその対策を
述べてみよう。
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一  健康の状態
(一)  乳児死亡率

わが国における生後一才未満の乳児の死亡率は、第九三表のとおり、国民の生活水準の向上に伴い、し
だいに低下の一途をたどり、戦前(昭和五年出生一、〇〇〇に対し一二四・五、沖縄を除く。)と比較する
とまことに隔世の感がある。三四年の乳児死亡率を前年の死亡率と比較すると、出生一、〇〇〇人に対
し三四・五人から三三・七人へと低下し、今後もこの傾向は続くものと思われる。しかし、これを先進
諸国と比べると、第九四表のとおり、わが国はなお中間死亡率国家群に属し、改善の余地が多く残され
ている。乳児死亡率の低下は、第九五表のように、二二年に比べ、生後一か月未満の乳児の死亡率は、
三八・七%しか低下していないのに対して、生後八か月から一一か月の乳児の死亡率は、八七・八%も低
下している。乳児死亡数中でも新生児(四週未満の乳児)の占める割合は、二七年以降で五割をこえ、新生
児に対する保健対策こそが、乳児死亡率を低下させる最大の鍵といつてよいであろう。

第93表 乳児死亡率および新生児死亡率の年次推移

第94表 乳児死亡率の国際比較
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第95表 生存期間別乳児死亡率

また、乳児死亡率には、地域的な特徴がかなり顕著に見られ、東北地方や北陸地方が高く、山梨、静
岡、長野や大都市を含む都道府県が低く、出生一、〇〇〇に対し、最高は岩手の五六・一、最低は東京
の二三・四とその差は著しい。なお、三四年の乳児死亡率が三三年より高くなつている県が、福島県は
じめ、一四県もある。二二年に対する減少傾向を地域別に見ると、第一七図のとおり、地域間の格差は
しだいに増大する傾向がうかがわれ、重点的な母子衛生対策の実施が望まれている。

第17図 地域別乳児死亡率の比較(22年の乳児死亡率を100とした指数)
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乳児死亡の原因では、第九六表のとおり、未熟児など乳児固有の疾患と肺炎と下痢腸炎が三大死因とな
つているが、医療技術の進歩や乳児保育についての知識の普及などによつて、後天的な肺炎や下痢腸炎
による死亡は大きく減少したが、先天性原因によるものはさして減少を見せず、この改善には、胎児期
からの対策、すなわち姓娠中の保健指導の強化をはかる必要がある。

第96表 特定死因別乳児死亡数および率(出生10万対)の年次推移
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一  健康の状態
(二)  妊産婦の健康状態

妊産婦の健康状態を示す指標の一つとして、妊産婦死亡率を見よう。

第九七表で明らかなように、約二〇年前のわが国の姓産婦死亡率は率こそ高かつたが、先進諸国と比較
して大差がなかつたのに、その後これら諸国における改善が著しかつたのに対して、わが国だけが高率
のまま取り残されている状態である。妊娠は、いわゆる疾病とは異なり、それ自体は自然な生理現象で
あるが、それに伴う疾病異常も少なくなく、しばしば母体が危険な状態におちいることもあり、また妊
娠中の健康が生まれてくる児童に大きな影響を与え、その後の母体の健康にも響く問題であることを考
えると、適切な対策を講じて妊娠、分べんや産じよく中の健康を保持向上し、その死亡率の低下に努め
る必要がある。

第97表 各国妊産婦死亡率

産婦の死亡原因では、妊娠中毒症、分べんに伴う出血、子宮外妊娠によるものが多く、第一八図に示す
とおり、この三大死亡で四分の三を占めている。そのうちでも妊娠中毒症による死亡が特に多いが、こ
れを先進諸国と比較してみると、第一九図のとおりであり、その対策の強化が望まれている。

第18図 妊産婦死亡原因
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第19図 諸国における妊娠中毒症死亡率
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一  健康の状態
(三)  その他

母子の健康と関連して、出産時の事故にいつでも対処しうるような場所で分べんが行なわれているかど
うかを見ると、 第二〇図のとおり、わが国では病院、診療所、助産所などの施設内での出生は三割五分
であり、郡部についてだけ見ればわずかに一割六分という状態で、農山村における助産施設の増設によ
る母子衛生の向上に期待するところが大きい。

第20図 出生の場所

最後に、幼児死亡率をながめてみると、第九八表のとおり、一才から四才までのいわゆる幼児期におけ
る死亡は、欧米諸国との開きにおいて乳児死亡率以上にはなはだしい。その死亡を原因別に見ると、第
九九表のとおり、不慮の事故と下痢腸炎、赤痢、肺炎など伝染性疾患によるものが多い。

第98表 年齢階級別死亡率の国際比較
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第99表 1才から4才までの主要死因別死亡数および率
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二  母子保健対策

妊産婦と乳幼児に対する保健指導については、病院、診療所、助産所などで行なわれているものについ
ては、その実情は明らかではないので、保健所と市町村で行なわれたものをあげると、第一〇〇表と第
一〇一表のとおりとなつている。また、これを先進国である英国の状況と比較すると、第一〇二表のと
おりである。この表からもわかるとおり、わが国の母子保健指導はかなり遅れていることが明らかであ
る。元来、母子保健指導の効果をあげるためには、これを「適時、かつ、頻繁に」行なう必要がある
が、保健所を中心とする従来の実施状況は、その管轄区域が広大なため、遠隔の地域の住民に対してま
で充分な徹底をはかることができなかつた実情にある。したがつて、今後は、保健指導の実施主体を保
健所から住民に身ぢかな市町村に移管し、保健所の指導のもとに、開業医などの協力をも得て、保健指
導をじゆうぶん徹底させる必要がある。

第100表 妊産婦保健指導件数

第101表 乳幼児指導件数
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第102表 母子保健の日本と英国の比較

次に、さきに述べたとおり、農山村における施設内分べんを促進して乳児死亡率に現われた地域間の格
差を縮める一つの方策として、三二年度から市町村に母子健康センターを設置して、母子保健事業をさ
らに推進することとなつた。同センターは、助産のほか、妊産婦、乳幼児に対する保健指導、受胎調節
指導、栄養指導などを市町村単位に行なつて、地域住民との密接な関係を保つように運営されている
が、厚生省では、増設を要望する声にこたえて、その全国的な整備を行ない、四五年度までに目標を達
成するよう努めている。

次に、出生時の体重が二五〇〇グラム以下である未熟児の死亡数は、全新生児死亡数のうち実に六割も
占め、また、その後の健康状態も一般の乳児に比べてすぐれないので、これに対する施策を早急に確立
することが久しく要望されてきたが、三三年度からは、未熟児対策として、(1)未熟児の出生届、(2)医
師、保健婦などによる訪問指導、(3)家庭用簡易保育器の貸出し、(4)入院を必要とする未熟児に対する養
育医療の給付が実施された。三四年度におけるその実施状況は、第一〇三表のとおりである。

第103表 出生時体重別未熟児届出数、養育指導および簡易保育器貸出数
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最後に、家族計画について述べてみよう。家庭生活の合理化と健全化をはかるための小家族への欲求
は、戦後まことに著しいものがあり、これは出生率の低下や世帯人員の減少傾向からも容易にうかがわ
れるところである。家族計画は、一般的には、計画的な受胎調節による家族設計をいうのであるが、わ
が国では出産抑制の手段として人工妊娠中絶が相当に行なわれるため、母体の健康をはなはだしくそこ
なつている実情であるので、家族計画に関する正しい知識を普及することにより、合理的な受胎調節が
行なわれるようにするための努力が大いに必要とされている。三四年における人工妊娠中絶件数は、正
規に届け出られたものだけで約一一〇万件にのぼつているが、このほかに、本来行なわれるべきでない
人工妊娠中絶は、かなりの数にのぼるものと推測される。

厚生省では、受胎調節による正しい家族計画を普及するために、受胎調節指導員による啓発活動、集団
指導、個別指導を実施してきた。特に、被保護階層や低所得者層の人々については、器具や薬品を無料
または実費の半額で配布しているが、三四年度の実績は、被保護者約四万人、低所得者層約一七万人に
対して指導が行なわれた。
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社会生活が複雑になり、高度化するにつれて、社会環境が児童に対して予期しない悪影響を及ぼすこと
も少なくない。次の時代をになう児童を健全に育てあげるための国家的施策も、また、このような状勢
を背景に強く要請されてきている。まず、青少年非行の現状と交通事故などの社会的原因による児童の
死亡数をながめてみよう。
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第二部  各論
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第四節  児童の健全育成
一  健全育成対策の背景

青少年非行の動向をながめてみると、刑法犯被検挙者数について、昭和一六年を一〇〇とした場合、三
四年は成人が一四八となつているのに対して、二〇才未満の少年犯罪の増加率は、成人のそれに比べて
著しいものがある。これを年次別に見ると、二六年には三一五というピークに達し、その後やや減少し
たかに見えたのが、三一年以来再び増加傾向を見せ、三四年には遂に二六年のピークをこして三三五と
いう指数に達した。このような少年犯罪の動向のうち、特に、注目すべきことは、(1)低年齢層における
増加すう勢が著しいこと、(2)暴力犯罪、兇悪犯罪、性犯罪が増加していること、(3)中流家庭の子女の犯
罪、すなわち享楽追求のための犯罪がふえていること、(4)集団による犯罪がふえていることである。

低年齢層の犯罪の増加について、一六年から、三四年までの年齢別犯罪の増加傾向を見ると、一四才未
満が三・六六倍、一四才から一八才未満が三・六五倍、一八才から三〇才未満は二・八六倍となつてい
る。また、十四才未満の兇悪犯人については、三三年は、三一年と比べて三四%も増加している。

児童福祉行政としては、特に、一四才未満の児童に対する施策を強力に推進する必要があり、このため
に児童相談所網の整備拡充、短期治療施設の整備、非行対策専任職員の設置などに努める必要がある。

他方、交通事故、でき死などの不慮の事故による死亡は、三四年には一万三四七人(ただし、一才から一
四才まで。厚生省「人口動態統計」)にのぼり、この年齢層の死因の第一位を占めているが、この対策の
ためには交通道徳の向上、適当な遊び場の造成など、社会環境の整備が不可欠である。

最後に、自殺についてふれてみると、男女とも二〇才未満の年齢層の自殺がかなり高く、しかもその原
因は、 第一〇四表で見るとおり、「えん世により」が圧倒的に多いことからも、社会環境を明るくし、
青少年に夢と希望を与えることが必要であろう。

第104表 自殺者(既遂・未遂)原因別数
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第二部  各論
第四章  児童福祉と母子福祉
第四節  児童の健全育成
二  健全育成対策

児童を健やかに育成するためには、児童に健全な環境を与える必要がある。このような観点から、中央
と地方の児童福祉審議会は、不良出版物や映画などのマスコミによる児童に対する悪影響を除くため、
製作者、販売業者に対し必要な勧告を行なうとともに、優良な文化財の推せんを行なつている。中央児
童福祉審議会の優良文化財部会の推せん状況は、第二一図のとおりである。

第21図 中央児童福祉審議会の文化財産せ推ん状況

さらに、児童の生活には、健全な遊び場としての児童遊園や児童館などの児童厚生施設は、欠くことが
できない。児童館は、第一には、学校から帰つても両親が働いて家にいない家庭の児童に遊戯や学習を
行なわせる場所として、第二には、一般児童の健康を増進し、情操をゆたかにするための施設として、
第三には、地域社会における子供会、母親クラブなどの地域組織活動の拠点として発達してきたが、ま
だ国家的助成対策が確立せず、今後の発展のために国の積極的な配慮が要望されている。児童遊園は、
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都会地、駐留軍基地などの児童の遊び場の少ない環境を中心に発展を遂げてきた。遊具などの設備だけ
でなく児童の遊びを指導する児童厚生員もおかれており、児童公園や、一般の児童遊園と相いまつて、
児童の健全育成をはかるうえに果たす役割は非常に大きい。二九年度に基地対策の一環として、基地の
ある町村に対して設置費の国庫補助措置がはじめられたが、三三年度以来その範囲が拡大し、飛躍的な
発展が期待されるに至つた。三四年度の補助額は、一八○か所三、〇〇〇万円にのぼつている。

三五年度には、さらに七、〇〇〇万円にのぼる中央児童厚生施設の設置の予算が認められた。中央児童
厚生施設とは、児童に健全な娯楽施設と、自然やすぐれた文化、科学に接する機会を与えようとするも
のであり、その設備や内容などについては、中央児童福祉審議会の中に設けられた特別な委員会におい
て検討中である。

児童の健全な育成は、国や地方の行政機関の努力とともに、家庭と地域社会のあたたかい協力がなくて
はこれを達成することができない。この意味で、地域社会における子供会、母親クラブ、児童指導班な
どの自主的な地域組織活動の普及が強く望まれており、国としてもその指導者の養成に意を用い、三五
年度には都道府県の指導者養成事業に対し、二、〇〇〇万円の国庫補助の予算を計上しているが、地域
的なつながりの乏しい都会では伸び悩みの状況にある。しかしながら、このような組織は、さらに、児
童の環境がよくない都会地においてこそ必要とされるものであり、これらの地域における組織活動をさ
らに強く推進する必要がある。
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第五節  要保護児童に対する施策

要保護児童とは、国や地方公共団体の力で積極的な保護を必要とする児童で、大別して、(1)両親がいな
かつたり、不幸が家庭で育てられた児童、(2)心身に障害のある児童、(3)いわゆる問題児の三つのグルー
プに分けられる。その対策としては、それぞれの事情に応じて児童福祉施設に入所させ、里親などの特
志家の家庭に委託し、あるいは身体的な障害を除去し、軽減するための医療の給付があげられる。以
下、要保護児童に対する施策の概要にふれてみよう。
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一  児童福祉施設

児童福祉法に定められている福祉施設の種類は、後に述べる母子寮や助産施設を除いて一〇種類あり、
昭和三五年八月におけるその整備の状況は、第一〇五表のとおりで、絶対数の不足が問題になつてい
る。また、施設の多くは、老朽、木造施設なので、早急に不燃化対策を実施し、収容児童の安全をはか
る必要がある。

第105表 児童福祉施設および収容児童数
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一  児童福祉施設
(一)  し体不自由児施設

し体不自由児は、全国で二三万四、〇〇〇人にのぼるものと推定されており、その六割程度までは治療
によつて機能回復を期待できるといわれているが、児童のことなので、医療面だけでなく生活指導面や
教育面にも特別の配慮を加える必要があつて、し体不自由児施設がその役割をになつているわけであ
る。しかしながら、現在、し体不自由児の施設は、数にして四二か所、収容定員にして三、三一五人に
すぎないが、その治療の効果が児童に目に見えて現われるので、し体不自由児をもつ世の親達からその
増設が渇望されているのである。
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一  児童福祉施設
(二)  保育所

保育所は、保育に欠ける児童を預かり、これを保育する施設である。保育に欠ける場合とは、大きく分
けて、(1)保護者が働いているために、その児童が家庭でじゆうぶんな保育を受けられない場合、(2)家族
に病人がいるため、その児童が家庭でじゆうぶんな保育を受けられない場合、(3)複雑な家庭事情のた
め、じゆうぶんな監護を受けられない場合などである。

その施設数は、全国で九、八○〇か所にのぼり、年を追つて増加しているが、問題はその配置が適正で
あるかどうかということで、人口一、〇〇〇人に対する高知県の保育所定員が二五・二二人であるのに
対して、栃木県が二・四八人であることから見ても、地域的にもかなりのアンバランスが見られる。保
育所は、幼児が毎日通つてくるという関係上、その利用区域は自ら限られてくるのであるが、山間地、
開拓地、離島などの小地域では、その利用度をはじめ種々の事情から、最低基準を満たした保育所が設
けがたい実情にあるので、これらのへき地には、特別の施策を行なう必要がある。

次に、農村などで繁忙期におかれる季節保育所について述べてみよう。季節保育所は、昭和二八年度に
はじめて国庫助成が行なわれて以来急速な普及を遂げ、三四年度には、全国で一万六〇〇か所を数えて
いる。この種の特殊な保育所は、単に農繁期の農村だけでなく、災害地などにも強く望まれている。

三才未満の児童に対して行なわれるいわゆる乳児保育の問題は、久しく要望されていた乳児に対する給
食費単価の引上げなどの方策が三三年に実施されて以来、しだいに改善され、三三年三月には、全措置
児童に対する乳児の比率は三・二%であつたものが三四年五月には七・〇%と二倍をこえる増加を見せて
いる。

  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

厚生白書（昭和35年度版）



  

第二部  各論
第四章  児童福祉と母子福祉
第五節  要保護児童に対する施策
一  児童福祉施設
(三)  精神薄弱児施設など

昭和二九年に厚生省で行なつた精神衛生実態調査によると、白痴や痴愚、精神薄弱の数は、二八万人を
こすものと推定されている。三四年に行なわれた精神薄弱児実態調査からその実態をながめてみると、
二七年度中に生まれた児童で、就学が猶予されたり、免除になつた知能指数七五未満のものについて抽
出調査を行なつたところ、調査児童一、九五〇名中、精神薄弱児施設へ入所を必要とする児童は七四三
名、通園施設に通うことを必要とする児童は三二七名にのぼつている。また、食事、排便、歩行、着
衣、洗面などの日常の行為さえ不能な者については、三行為以上不能な者が六七九名、一部不能な者が
四六九名の多きにのぼつている。このため、さらに精神薄弱児施設の拡充強化をはかる必要がある。

三一年度から設置されている精神薄弱児通園施設は、保護者のもとから通園するということから、精神
薄弱児をもつ保護者から大きな期待をもたれており、その効果も大きい。今後の方向としては、精神薄
弱児のうち職業能力を有するものについて、これにふさわしい職業訓練部門をさらに強化することが必
要とされている。
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一  児童福祉施設
(四)  教護院

成長過程にある児童の非行については、成人の犯罪行為とは異なる特殊の取扱いが必要とされ、教護院
がその役割の一端をになつている。非行児童の増加に対して教護院の機能を充実する必要も増大してき
たが、特に最近における非行年齢の低下に伴つて、今後は、中学校学齢期に対する大舎制－集団方式の
教護院を整備するとともに、軽度非行児に対する早期治療を行なうための短期治療施設の整備が必要と
なつてきている。

非行女子の数は、昭和三三年度において、一四才未満の者が約三、〇〇〇人、一八才未満の者は約七万
八、〇〇〇人にのぼり、施設の不足が目だつているが、国立の教護院の設置に関する予算が三四年度に
おいて認められ、現在建設中である。
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二  里親制度など

親のない児童や、親があつてもなんらかの事情で親の手もとで育てることのできない養護児童は、福祉
施設に入所させて育てる以外に、こうした問題に理解をもつ人の家庭に預けて養育することが、施設へ
の収容とは違つた意味で児童の幸福を増進させることになる。あたたかい家庭のふんい気が、不幸な児
童の情操をゆたかにし、その素質を伸ばすことはまちがいない。不幸な児童を引き取つて養育する里親
の数は、昭和三五年六月現在で登録数一万八、八一三人、現に児童の委託を受けている者の数は、七、
九七五人になつている。この制度の問題点は年々登録里親数に対する委託を受けた里親数の比率が低く
なり、また、最近登録里親数、委託里親数ともに停滞状態になつていることであり、その原因は、里親
側の児童に対する希望条件がむずかしいこと、里親に支給される養育手当が少ないこと、里親と養子縁
組を前提としている里親が多いことなどいろいろあるが、この制度が他の方法に比べて劣らない長所の
あることを考えて、さらに伸ばしていくべきであろう。

また、里親制度に類似したものとして、保護受託制度があるが、義務教育を終了した養護に欠ける児童
を養育し、また、独立自活のために必要な職業指導を行なう保護受託者(職親)の登録数は、三五年六月現
在で、二、三五九人、そのうち現に児童の委託を受けている者の数は、わずかに一三八人にすぎず、要
保護児童の職業訓練のためにも、就職のためにもその発展が強く望まれている。

  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

厚生白書（昭和35年度版）



  

第二部  各論
第四章  児童福祉と母子福祉
第五節  要保護児童に対する施策
三  医療の給付など

身体障害児に対する施策としては、児童福祉施設への入所以外に、保健所における療育指導、育成医療
の給付や、補装具の交付がある。

月二回の療育相談と年一ないし二回の巡回指導を内容とする療育指導は、全国七八八(三四年四月)の保健
所のうち、特に指定された保健所二四一か所(三四年四月)で行なわれている(第一〇六表参照)。療育指導
の結果治療を要するものとされた児童に対しては、育成医療の制度が設けられ、医療費について公費で
負担するようになつている。三四年度の給付状況は、第一〇七表のとおりで、療養指導の結果医療が必
要と判定された児童のわずか三・四%にすぎず、その改善が期待されている。

第106表 療育指定保健所における療育指導数

第107表 育成医療給付件数
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治療は不可能であるが、義し(肢)、補聴器などにより一般の児童に劣らぬ能力を有するようになる身体障
害児に対しては、公費負担による補装具の交付や修理がなされているが、三四年度の実施状況は、第一
〇八表のとおりとなつている。

第108表 補装具交付および修理件数

次に、久しく懸案とされていた結核児童に対する医療などの給付は、三四年度からその一部が国でとり
あげられたが、将来は、単に骨関節結核にかかつている児童だけでなく、すべての結核児童にこの制度
は広げられていくべきであろう。ともあれ、結核による長期欠席児童の学業の遅延を防ぎ、健康な社会
生活に容易に復帰できるようになることからも、この制度の意義は大きい。
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四  児童措置費

要保護児童を施設に収容保護した場合に要する児童保護措置費は、昭和三五年度予算では、前年度に比
して七億四、〇〇〇万円の増額となり、七八億九、〇〇〇万円が計上された。増額の内容を見ると、新
しく児童の見学旅行費が認められ(小学校六年生四四〇円、中学校三年生一、六二〇円)、また、施設には
いつている児童の飲食費も、幼児は六七円八七銭から七一円二七銭に、乳児は七六円七二銭から七八円
二三銭に引き上げられた。保育単価についても、三才以上の措置児童全部について一人一日三円の間食
代が算入されることとなり、保育所の保育内容の充実に一歩を進めることとなつた。

なお、児童福祉施設職員の待遇の改善は、久しく叫ばれてきたが、三五年度予算では期末手当の一か月
分が一・五か月分に引き上げられた。それでも、一般的に児童福祉施設職員の待遇は他に比べて著しく
低いので、その向上のためには一層の努力が必要であろう。
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第二部  各論
第四章  児童福祉と母子福祉
第五節  要保護児童に対する施策
五  要保護児童の職業補導

このほか、要保護児竜についての大きな問題としては、健全な職場への就職の問題がある。これらの児
童のもつ社会的なハンデイキヤツプが、往々にして彼らを条件の悪い中小企業への就職のみちを選ばし
め、その結果、健全で確実な社会的自立をはばんでいることは、残念なことである。したがつて、近代
的な雇用の場に進出するための職業補導施設の整備をはかることは緊要のことといわなければならな
い。第二二図と第一〇九表は、これら児童の就職状況を示したものであり、四人以下の従業員しかいな
い零細事業所に就職する児童の数は、五四%にものぼつている。

第22図 昭和33年度中に就職した児童の事業所規模別人員構成

第109表 児童福祉施設退所児童のうち就職した児童の状況
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第二部  各論
第四章  児童福祉と母子福祉
第六節  母子福祉

幼い子供をかかえて、しかも夫と死別し、あるいは離別した母親が生活をしていくことの苦しさは、誰
にでも容易に想像できるところであろう。このような母子世帯の数を、昭和三一年に厚生省で行なつた
「全国母子世帯調査」から推定すると、およそ一一五万世帯にのぼつている。そのうち、約四二万世帯
が、母と一八才未満の児童からなる世帯で、母子福祉対策を最も強力に推進していかなければならない
対象である。母子世帯をその原因別に見ると、約七八%が夫と死別した世帯で、二七年に行なつた同じ
調査と比べてみると若干比重が減少しているが、これは、戦傷病や戦災による死別母子世帯数が戦後一
〇年余りたつた現在減少したことによるものであつて、母子福祉対策も三一年頃からようやく、戦争未
亡人とその遺児という観点からの対策を離れ、恒常的な母子世帯の問題の解決の方向へ移つてきたとい
えよう。

夫と生別した母子世掛は、三一年の調査によると、母子世帯総数の二二%を占めているが、この比率
は、現在ではその当時に比べかなりふえているのではないかと思われる。生別母子世帯については、別
れた夫なり父なりがその生活を援助することが当然であるとはいいながら、実際にはそれが履行される
例は非帯に少ないため、経済的には死別母子世帯とほとんど同じように苦しく、夫または父に生き別れ
になつたという意味での不幸は、死別母子世帯にも劣らぬものがあろうから、このような事情がじゆう
ぶん考慮されてしかるべきであろう。現在、生別母子世帯に対しては、母子福祉年金が支給されていな
いが、生別母子世帯も社会的、経済的には死別の母子世帯と同様な状態にあるので、生別の母子世帯に
も同じような手当を支給する必要があろう。

次に、母子世帯の生活を三四年に実施した「厚生行政基礎調査」からながめると、第一一〇表のとお
り、一般世帯の生活と比べて相当に苦しいことがよくわかる。生活保護法の適用を受けている母子世帯
の数も、母子世帯総数の一四・一%にあたつており、一般世帯中被保護世帯の占める制合一・四%から比
べると、約一〇倍の高率となつている。こうした恵まれない母子世帯の生活を高めるためには、母子世
帯に対する所得保障をなお一層充実するとともに、さらに母に就業の機会を与えることが必要である。
一八才未満の子をかかえた母子世帯の母が働いている割合(労働力率)を一般の婦人のそれと比較してみる
と、第二三図のとおり、かなり高くなつているが、さきに述べた母子を世帯の生活水準が低いことも考
え合わせると、児童の養育と生計の維持という二重の責任をもつた母の苦しさが如実に反映していると
いつてよい。また、母子世帯は一般の世帯と異なり、その養育すべき子の数に応じた収入を得ることは
困難であり(付表一五参照)、の賃金についても、第一一一表のとおり、女子の賃金は男子と比較して低額
であるばかりでなく、女子の場合は、男子のように年功序列の傾向を示さず、中老年の賃金は、若手に
比較して低くなつている。

第110表 支出階級別の母子世帯累積分布

厚生白書（昭和35年度版）



第23図 18才未満の子のある母子世帯の母の労働力率

第111表 労務者の賃金格差
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一般の婦人が職場に進出する傾向は、経済の高成長に伴い、しだいに低下の一途をたどつているが、母
子世帯の母についてはいぜんとして従来どおりであるとすれば、今後新規に就労する機会がしだいに窮
屈になり、母子世帯の母は、劣悪な労働力として労働市場からしめ出されてしまう傾向もあろうから、
社会保障施策を強化しつつ、母子世帯の母の就業についてさらに国の積極的な施策が必要となつてくる
であろう。それには、母子世帯の母にふさわしい職場を確保するとともに、母が安んじて働けるような
環境をつくり、年金制度、生活保護制度などをさらに強化充実する必要がある。

経済的に恵まれない母子世帯に対しては、母子福祉年金が支給されているが、今後の問題としては、福
祉年金における支給制限の緩和、額の引上げなどがあり、その改善が期待されている。このほか、現在
(1)「母子福祉資金の貸付等に関する法律」に基づく母子福祉資金の貸付、(2)母子相談員による相談指
導、(3)自営業の奨励、(4)母子福祉センターの設置経営、(5)母子寮への入所措置、(6)公営住宅への入居
措置、(7)課税免除など各般の対策がとられている。

母子福祉資金の貸付制度は、母子家庭の経済的自立の助成と生活意欲の向上をはかるために設けられた
制度であり、その概要は、次のとおりである(付表一六参照)。ます、三四年度における母子福祉資金の貸
付状況を見ると、 第一一二表のとおり、修学資金の貸付が最も多く、金額も四三%を占めている。事業
開始資金の占める制合は、発足以来しだいに減少しているが、これは、需要がないというよりは、むし
ろ母のか細い腕だけで、激しい生存競争に耐えていくことが困難なことによるものと考えられるので、
こうした状態を打開するために、本年七月に母子福祉資金の貸付のわくを拡大し、母子福祉団体でその
事業に使用される者が主として母子世帯の母であるものに対しては、事業開始資金については一〇〇万
円以内、事業継続資金の貸付については三〇万円以内の金額の貸付が行なわれることになつた。

第112表 母子福祉貸付金貸付申込および貸付状況
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次に、母子相談員は、都道府県の非帯勤職員として各福祉事務所におかれ、母子世帯の身上相談に応
じ、その自立に必要な指導を行なう職員であるが、その数は、全国で三五年七月現在、八九五人にすぎ
ず、早急に増員されることが望まれている。また、母子世帯の母の就職の一助として、「母子福祉資金
の貸付等に関する法律」では、公共施設内に店舗を設置しようとする場合やたばこの小売人には母子世
帯の母を使うように努めなければならないとしているが、二八年度以来の状況は、第一一三表と第一一
四表のとおりで、最近数年間の状況はあまりかんばしくなく、公共機関の協力がせつに望まれている。
なお、母子世帯に対する授産対策については、子をかかえた母の特殊性として、現在の施設授産に対し
て授産場に通わないで家庭で行なえる家庭授産の制度が必要とされよう。

第113表 公共的施設内における売店などの年度別設置状況

第114表 専売品販売年度別許可状況
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また、母子世帯は、たんに経済的に苦しい生活を送つているばかりでなく、一家の支柱を失い、精神的
にもきわめて不安定な状況にあるといつてよい。そこで、こうした経済面のもろさを補強する意味で、
いわば母子福祉事業の中枢機関とでもいうべき機能をもつ母子福祉センターが、三五年度にはじめて設
置されることになつた。母子福祉センターの業務は、(1)母子家庭に対して生活、住宅、教育、結婚その
他の身上相談に応ずること、(2)母子家庭で行う事業の相談に応ずること、(3)母子世帯という特殊な事情
にあるため、通常の職業訓練に応じえない場合が多いので、短期で職業に必要な知識技術を習得させる
ようにすること、(4)内職あつ旋をすることなどである。三五年度予算では、二か所四七〇万円しか計上
されていなかつたが、将来は全国的にこれを増設する必要があろう。

最後に、母子世帯の住宅問題にふれてみよう。国民生活の水準を示す多くの指標がすでに戦前のそれを
こえているのに対して、住宅事情だけはまだ戦前以下であることから見ても、所得の低い母子世帯の住
宅難の深刻さが想像できる。母子を収容する施設としては母子寮があるが、このほか三〇年度以降は、
公営住宅法による第二種公営住宅のわく内において母子家庭の優先入居の措置が講ぜられている。その
状況は、第一一五表のとおりである。さらに、三四年度からは、新たに第二種公営住宅の中に、母子世
帯向住宅の建設がなされることとなつたが、その状況は、第一一六表のとおりで、いずれも建設省の予
定戸数一、五〇〇戸に満たない現状にある。

第115表 第2種公営住宅小家族向住宅(木造8.5坪簡易耐火6坪)の建設状況および母子世帯の入居状況

第116表 母子世帯向住宅の建設状況および母子世帯の入居状況
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